
取締役・監査役・執行役員 （2022年6月28日現在）

取締役 監査役

社長 池見 賢
専務執行役員 粟山 治 漁業、水産商事 各ユニット長、水産資源、物流 各セグメント統括
専務執行役員 半澤 貞彦 加工食品、食材流通 各セグメント統括、開発部、生産管理部、各支社、広域営業部、各工場
常務執行役員 小門 賢一 物流ユニット長 , DX推進部、品質保証部、お客様相談センター、ロジスティクス部
常務執行役員 舟木 謙二 養殖、海外 各ユニット長、水産資源セグメント副担当
常務執行役員 坂本 透 経営企画部、コーポレートブランディング部、財務部
常務執行役員 小梶 聡 事業企画部、中央研究所
常務執行役員 若宮 靖史 加工食品、ファインケミカル 各ユニット長
常務執行役員 安田 大助 食材流通、畜産 各ユニット長
執行役員 廣嶋 精一 法務・リスク管理部、総務部、人事部、経理部、監査部、事業管理部
執行役員 播谷 純 関東支社長
執行役員 山田 英剛 ベトナム駐在
執行役員 金森 正幸 水産商事、海外 各ユニット 副ユニット長
執行役員 溝口 真人 食材流通ユニット副ユニット長
執行役員 熊本 義宣 食材流通、畜産 各ユニット 副ユニット長
執行役員 綿引 建司 加工食品ユニット副ユニット長
執行役員 若松 功 人事部長

執行役員

生年月日　1949年11月11日（72歳）

1972年4月 当社入社
2001年6月 当社取締役
2010年4月 株式会社マルハニチロホールディングス

代表取締役副社長
2014年4月 当社代表取締役社長
2020年4月 当社代表取締役会長（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

代表取締役会長

伊藤 滋

生年月日　1961年5月21日（61歳）

1985年4月 当社入社
2016年4月 当社財務部長
2018年4月 当社企画開発部長
2019年4月 当社監査部長
2020年6月 当社監査役（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

監査役

田部 浩之

生年月日　1957年12月22日（64歳）

1981年4月 当社入社
2014年6月 当社取締役
2017年4月 当社常務執行役員
2017年6月 当社取締役（現）
2019年4月 当社専務執行役員
2020年4月 当社代表取締役社長（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

代表取締役社長

池見 賢

生年月日　1959年1月28日（63歳）

1981年4月 当社入社
2012年4月 当社取締役
2018年4月 当社常務執行役員
2018年6月 当社取締役（現）
2020年4月 当社専務執行役員（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

取締役

粟山 治

生年月日　1959年11月23日（62歳）

1983年4月 当社入社
2013年4月 当社取締役
2019年4月 当社常務執行役員
2019年6月 当社取締役（現）
2020年4月 当社専務執行役員（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

取締役

半澤 貞彦

生年月日　1958年4月11日（64歳）

1982年4月 三菱信託銀行株式会社入社
1987年8月 大東通商株式会社入社
2000年6月 同社代表取締役社長（現）
2006年6月 株式会社マルハグループ本社社外監査役
2009年6月 同社社外取締役
2014年4月 当社社外取締役（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

選任理由：大東通商株式会社の代表取締役社長（現職）
として会社経営の知見を有し、豊富な経験と優れた見識
にもとづき、社内取締役とは異なる観点からのグループ
経営に関するご意見をいただくことにより、当社のコー
ポレート・ガバナンスおよびグループ経営に貢献いただ
けると判断し、引き続き社外取締役としています。

社外取締役

中部 由郎

生年月日　1953年4月14日（69歳）

1986年4月 弁護士登録
1986年4月 枡田・江尻法律事務所入所
2007年7月 西村あさひ法律事務所入所
2014年6月 当社社外取締役（現）
2016年6月 株式会社ヤマダ電機（現株式会社ヤマダ

ホールディングス）社外監査役（現）
2020年1月 名取法律事務所入所
2020年5月 株式会社三陽商会社外監査役（現）
2020年6月 古河電池株式会社社外取締役（現）
2020年12月 ITN法律事務所設立
2020年12月 同所エグゼクティブ・パートナー弁護士

（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

選任理由：弁護士として法令遵守の知見を有し、公正・
中立な立場から、豊富な経験と優れた見識にもとづき、
社内取締役とは異なる観点からのグループ経営に関す
るご意見をいただくことにより、当社のコーポレート・ガ
バナンスおよびグループ経営に貢献いただけることを期
待し、引き続き社外取締役としています。なお、同氏は、
直接会社経営に関与したことはありませんが、上記の理
由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できる
と判断し、社外取締役としています。

社外取締役

飯村 北

生年月日　1950年1月15日（72歳）

1972年4月 株式会社日本興業銀行入行
2011年3月 藤田観光株式会社

常務取締役 兼 常務執行役員
2017年4月 津田塾大学 学長特命補佐

戦略推進本部長
2018年6月 日本航空株式会社社外取締役（現）
2019年6月 株式会社ダイセル 社外取締役（現）
2019年6月 当社社外取締役（現）
2020年4月 津田塾大学 学長特命補佐

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

選任理由：金融機関および複数の企業で培われた会社
経営の知見を有し、大学における教育改革など多様な
視点から、豊富な経験と優れた見識にもとづき、社内取
締役とは異なる観点からのグループ経営に関するご意
見をいただくことにより、当社のコーポレート・ガバナン
スおよびグループ経営に貢献いただけることを期待し、
引き続き社外取締役としています。

社外取締役

八丁地 園子

生年月日　1963年1月5日（59歳）

1986年4月 三菱信託銀行株式会社入社
2009年3月 三菱UFJ信託銀行株式会社融資営業部長
2011年6月 同社審査部長
2012年6月 同社執行役員　営業第1部長
2015年6月 同社常務執行役員
2021年4月 同社専務執行役員
2022年4月 同社顧問
2022年6月 当社社外監査役（現）

取締役会出席状況：新任
選任理由：金融機関における長年の経験と豊かな知識
など、財務会計の知見を有し、社外監査役としての職務
を適切に 遂行していただけるものと判断し、社外監査役
としています。

社外監査役

大野 泰一

生年月日　1960年5月20日（62歳）

1984年4月 株式会社日本興業銀行入行
2014年4月 株式会社みずほ銀行常務取締役
2014年6月 株式会社みずほフィナンシャルグループ

取締役兼執行役常務
2017年6月 同社取締役（監査委員）
2017年6月 株式会社みずほ銀行取締役（監査等委員）
2019年6月 当社社外監査役（現）
2019年6月 当社常任監査役

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

選任理由：金融機関における長年の経験と豊かな知識
など、財務会計の知見を有し、社外監査役としての職務
を適切に遂行していただけるものと判断し、社外監査役
としています。

社外監査役

綾 隆介

社外監査役

奥田 かつ枝

生年月日　1959年8月16日（62歳）

1983年10月 青山監査法人（現PwCあらた有限責任
監査法人）入社

1987年3月 公認会計士登録
1995年8月 兼山公認会計士事務所開設（現）
2013年6月 株式会社マルハニチロホールディングス

社外監査役
2014年4月 当社社外監査役（現）

取締役会出席状況：100%（18回/18回）

選任理由：公認会計士として財務会計の知見を有し、社
外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判
断し、社外監査役としています。社外監査役

兼山 嘉人

生年月日　1963年12月28日（58歳）　

1986年4月 三菱信託銀行株式会社入社 取締役会出席状況：100%（15回/15回）

選任理由：主に不動産鑑定業務を通じて豊富な経験と
優れた見識を有し、また複数の企業で培われた会社経
営の知見を有することから、社外監査役としての職務を
適切に遂行していただけるものと判断し、社外監査役と
しています。

1997年9月 株式会社緒方不動産鑑定事務所入所
2000年11月 同社取締役（現）
2006年4月 東京地方裁判所民事調停委員（現）
2009年4月 明治大学専門職大学院グローバルビジネス 研究科兼任講師
2012年11月 イオン・リートマネジメント株式会社　投資委員会外部委員（現）
2017年11月 株式会社九段緒方ホールディングス　代表取締役社長（現）
2018年3月 ケネディクス・レジデンシャル・ネクスト投資法人執行役員
2018年6月 株式会社セレスポ社外監査役
2018年7月 株式会社九段都市鑑定代表取締役（現）
2021年4月 東京民事調停協会連合会副会長
2021年6月 当社社外監査役（現）
2021年10月 株式会社シーアールイー社外取締役（現）
2022年6月 株式会社セレスポ社外取締役（現）
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コーポレート・ガバナンス座談会

グローバル経営を可能とする
マルハニチロの戦略的ガバナンス

グローバル経営を実践するマルハニチログループのサステナブルな成長に向け、社外取締役が果たす役割は何か。
社外取締役の3名と代表取締役社長の池見による対談を実施しました。

新中期経営計画への関与と評価

積極的な意見提言と統合思考への深化を実感

池見　前中期経営計画（以下、前中計）において最終的
な業績が目標に届かなかった理由は、コロナ要因だけで

はなく、想定していなかった課題が露見したことにあり

ます。この反省点をいかに新中期経営計画（以下、新中

計）に生かすかとの認識が出発点です。どのような環境で

あれ、勝ち抜く経営を実践するために、社外取締役の皆

スの影響を受けたことから、財務面では最終的には満足

度の高いものではありませんでした。その結果もふまえ、

今回の策定は社外役員へのヒアリング機会が多く、課題

や変化する外部環境への対応など、個人的な考えを積極

的に提言できたと感じています。

八丁地　私は2019年7月に就任したため、前中計の策

定には関与していませんが、前中計のレビューに携わる

ことで、前中計と新中計の差異を深く理解できました。前

中計は、事業計画とは別にサステナビリティ計画が併存

していたようですね。新中計は、事業とサステナビリティ

は統合して考えるべきとの強い意識をもって設計にあたっ

ており、これが、新中計の「本丸」です。

また、長期経営ビジョンを社内で共通認識とし、バック

キャスティング思考で中計を考えたことも特長です。各ユ

ニットの方向性や切り口、或いは単位についても、執行

部門と繰り返し議論を重ね今に至った次第です。

当社のように事業が多岐に渡り、それぞれが歴史と伝

統にもとづく企業は一般に、縦割り意識が強くなりがち

です。それぞれに知恵が積み重なり、宝物のような資産

となっているのですが、社内の横軸で考えた際、繋がっ

ていない部分があるのはもったいないと思っておりまし

た。今回の中計策定においては、強みを横軸で検討した

方が、今まで以上の価値を創造できるのではとの認識を

社内で共有し、新しいユニットの組成などの動きにつな

げることができたことはとても良かったと思います。

飯村　八丁地さんの考えと同印象で、今回の中計策定プ
ロセスにおいては、議論する機会が多くありました。マル

ハニチロは漁業だけではなく食全体を手掛けているので、

さまざまな意見を吸い上げるプロセスが重要ですが、池

見社長が他者の意見に耳を傾けるタイプであることが奏

功していると感じます。

中部　今回の中計は、今までで一番緻密であり、負荷の
かかる作業を重ねています。社会からの要請事項は増え

ていますが、長い時間をかけて検討し、報告も詳細な説

明を何度も受けました。本当に実現可能かと感じること

もありましたが、今までで一番完成度の高い中計だと思

います。

池見　前中計の期間中、経営陣として一番心を痛めたこ
とは株価の大幅な下落でしたが、この事実は、企業価値

さまと率直な議論を重ね、その想いを新中計に込めてき

ました。

中部　池見社長からお話が出ましたが、前中計は、本社
以外の工場を含めたグループとしての安全管理体制など、

前々中計に引き続いて安全・安心な食の提供を実現する

ための体制構築が最重要課題でした。今回の中計とは検

討段階における優先順位が少し異なっていたと感じてい

ますが、子会社や工場など現場にガバナンスが及ばない

という課題については、改善が進んだと感じます。

飯村　前中計に関しては期間中終盤に新型コロナウイル

向上とは単純に株価を上げることではなく、どうすべき

かと深く精査する契機となりました。

経済価値だけではなく、社会価値や環境価値を向上さ

せることも同様に取り組まなければならない。また、既

存事業をそのまま存続させることありきではなく、有限

な資本を有効に活用することが重要です。成長分野を社

内外に明示し、成長を具体化させていくかもっと注力す

べきと考えています。活用しきれていない社内の優れた

資産を最大限活用することも重要です。そのためにはど

のような体制が必要かなどを複合的に考え、新中計の策

定に生かしてきたとの自負はあります。

八丁地　中計の内容はもちろんですが、コミュニケーショ
ンの重要性にも着目しています。社内向けと社外向け、両

方のコミュニケーションが重要ですね。ユニットの再編

成についても、主力となる若い世代の魂まで染み込ませ

るには時間がかかりますが、何度も何度も対話を繰り返

すということなのでしょうね。社外に対しては、投資家の

方々やお客さまなど、あらゆるステークホルダーに対し

ても、「マルハニチロはこんな会社になろうとしている」と

いう意思をご理解いただくということが重要ですね。

飯村　食は人間の根源であり、食を手掛ける企業は成長
性に満ち溢れていると考えています。他方、食を手掛ける

企業はプラスチックを数多く利用するなど、環境負荷も大

きく成長と同時に環境問題を今まで以上に真剣に考える

必要があるとの考えのもと、中計策定に臨んでいました。

中部　企業である以上、利益の創出が最優先です。とは
いえ、環境問題との両立は不可避であり、本当に難しい

点です。投資家からの評価を得るためには、環境や社会

への配慮が重要ですが、バランスが難しいため、経営層

はもちろん、我々の役割も重要だと痛感しています。

ガバナンスの現状評価について

グループ会社の特性に応じたガバナンス体制を構築中

池見　当社にはグループ会社が多く、グループ会社を含
めたガバナンス強化は簡単ではありません。また近年は

海外で稼ぐ体質に変化しているため、海外のガバナンス

の重要性が高まっていますが、それぞれ微妙にトーンが

代表取締役社長

池見 賢
社外取締役

中部 由郎
社外取締役

八丁地 園子
社外取締役

飯村 北

コーポレート・ガバナンス
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異なる中、海外のさまざまなリスクをマネージしながら

いかにガバナンスしていくかは、当社が抱える課題と認識

しています。

飯村　取締役会において自由闊達な発言ができる環境・
雰囲気が醸成されているため、当社のコーポレート・ガ

バナンスはうまく機能していると感じます。

ただ、私は画一的なコーポレート・ガバナンスが万能

とは思っていません。もちろん、会社法などルールの遵

守は当然ですが、会社ごとのコーポレート・ガバナンスの

姿があるはずです。いうなればガバナンスの多様性です。

その点、当社は社内外の意見を取り入れつつ、「マルハニ

チロのコーポレート・ガバナンス」を着々と建立している

と思っています。

八丁地　取締役会の実効性が近年重要視されています
が、実効性の確保とは、本当に効果があることを実践す

ることです。我々社外取締役の3名は毎回自由に発言し

ていますが、社内活性化や成長に即直結するかはさてお

き、気になる点はためらわずに発言し、それにきちんとお

答えいただく構図は非常に重要です。

リスクマネジメントを考えた時、コンプライアンスや品質

保証など、食品企業の存続に直結するリスク情報への対

情報もタイムリーにお伝えすることが重要だと考えてい

ます。

指名・報酬委員会のメンバーも務めていただいていま

すが、次世代経営を担う人財と委員会メンバーの接点が

少ないことは課題です。サクセッションプランに関する機

会設定は我々の義務であり、人財面の課題を把握する意

味でも、積極的に取り組んでいきます。

中部　池見社長がご指摘のとおり、次世代の経営を担う
人財との接点不足は課題です。現状では、書面上での情

報が主なため、書面以外の情報の拡充が必要です。

飯村　私が社外役員を務める他社では、指名委員会の前
に候補者全員に1人30分ずつ指名委員会としてインタ

ビューをしているところがあります。プライベートな話も

加えるのですが、30分でも会話をすると人柄などがよく

理解できます。人財を見極めるための知恵を絞っていく

必要があると感じます。

八丁地　他社の事例では、候補者のロングリストをまと
め、その後ショートリスト化するというものがあります。

ショートリストに載る候補者は、取締役会などでの案件

説明に頻出する方であり、これを繰り返す中で候補者へ

の理解が深まります。また、今はコロナ禍で難しいです

応は非常に重要です。これらの情報はそれぞれの会議体

に情報が集約される仕組みになっており、参加している

私たちにも情報が適切に共有されています。むしろ、さま

ざまな情報が集まるため、議論百出で対応が少し遅れる

のではないかと懸念するくらいです。リスク情報の伝達

については合格点だと感じています。

中部　ガバナンスの組織側面も実態面も非常に改善され
ています。たとえば、子会社の社長は以前のような本社

役員経験者ばかりではなく、出身バックグラウンドは多様

化しています。この体制を利用し、組織をもっと新鮮な視

点で見れば、他の課題が見えてくると思います。グループ

会社をはじめとして製造現場も多く、なおかつ協力工場

のような製造拠点もあるため簡単ではありませんが、グ

ループ視点でのガバナンスの意識強化は必要です。

池見　社外取締役の皆さまは、一般株主の皆さまの意見
を代弁していただく立場にありますが、意識だけではな

く、我々の目標は企業価値を上げることであるため、我々

を企業としていかに評価するかに関して、外部視点で忌

憚のない意見を述べていただくことが重要だと思います。

社外取締役の皆さまとの関係をもっともっと深め、客観

的なご意見を正しく述べていただくために、我々のリスク

が、交流する機会を意図的に作り、うまく活用していくこ

とも選択肢の1つです。今回の中計期間中においては、サ

クセッションプランの議論に関する検討も進めていけれ

ばと思います。

サステナビリティ戦略（マテリアリティ）
の実践とエンゲージメント

国籍を問わない人財活用と気候変動対策が課題

八丁地 　マテリアリティに、「多様な人財が安心して活躍
できる職場環境の構築」があります。多様な職場環境に

おける適材適所が必要ですが、そして、その間には異動

もある点が日本企業の難しさです。

池見 　異動に関する環境も変わってきていると感じてい
ます。たとえば、海外赴任についてですが、以前は新卒

入社から間もない従業員が発展途上国に赴任し、現地で

「会社」経営の経験をしながらスキルを蓄積できるという

ことがありました。人事異動は人財育成において、１つ

の役割を担っていたのです。しかし、かつて発展途上国

と呼ばれていた国々には、今や即戦力となるグローバル

グループ視点を高めた
中期経営計画が
さらなる成長を実現

中部 由郎

企業価値向上と
次世代への継承に向け
ガバナンス強化を推進

池見 賢

コーポレート・ガバナンス  |  コーポレート・ガバナンス座談会
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人財が溢れています。会社経営の経験のために、日本人

従業員を諸外国へ派遣することが、会社としての良い人

財育成につながるのか、なかなか難しい問題です。

飯村 　市場を考えた際、世界で伸びていくしかなく、グ
ローバル人財の育成・採用に挑戦しないことには、会社

としての存続が難しくなる時代になっています。

優れた人財に国籍も性別も関係なく、適材適所をふま

えた、ダイバーシティ経営が重要です。海外グループ会社

については、できればその国出身で優秀な人財がいれば、

その人財を中心に任せることが良いのではと個人的には

思いますが、健全に機能しているか、本社がフォローす

る視点は重要です。とすれば、本社の強化も忘れてはい

けません。

また、人を「見分ける力」も重要です。2年で大化けす

る人財がいれば、10年で大化けする人財もいます。この

ような視点を加味しつつ人財育成体制を整備することは

難しいですが、マルハニチロにとって重要な視点だと思っ

ています。

中部　昔から当社グループには多くの外国籍の人財がい
て、グローバル経営が自然と行われている企業でした。

多様な製造拠点や漁業現場などがありますが、多様性に

施しました。これには２つ効果があったと思います。マル

ハニチロがこうした世界観を持っていることを世界中に

伝える効果があったことと、シナリオ分析を実行しリスク・

機会の実態を把握できたということです。

中部　当社と自然との関わり合いはまさに海であり、気
候変動との関係性は大変濃いものです。温暖化は受け入

れなければならない課題であり、さらに想像を超えた動

きが出てくる可能性もあります。漁業を養殖に切り替え

る、業務を変化させて気候変動リスクを軽減するなど、取

組みが進んでいますが、サステナブルな水産資源を維持

するためにも、リスクを可能な限り低減させる視点が重

要です。

最後に

マルハニチログループのあるべき姿

飯村　当社は、食品加工を幅広く手掛けており、環境に
優しい素材を使う、廃棄物を可能な限り低減させるなど、

やれることをすべてやるしかありません。このままでは

自然環境が壊れるリスクもあるため、マルハニチロが先頭

富むことは人権側面への配慮も必要となることであり、

この点は忘れてはいけない視点だと考えています。

池見　中部さんがご指摘された人権に関する取組みは
進めていますが、外国人技能実習生は難しい問題です。

ブローカーを通すため、渡航前の手数料などが不透明で

あることも問題です。我々の工場も多くの外国人労働者

が働いていますし、今後丁寧に確認していくべき課題だ

と認識しています。

飯村　実習生とは技能を身に付ける立場のはずですが、
日本企業の多くは働き手として考えており、そこにギャッ

プがあることがうまくいかない原因の１つと考えています。

優れた人財、尊敬すべき人財は、人種・国籍には関係

ありません。マルハニチロも、優れた人財をぜひうまく活

用して、「Win-Win」になる関係を整備すべきと考えてい

ます。

池見　気候変動問題は、既に当社が影響を受けているこ
とは事実です。気候変動問題は我々の事業に与える影響

は大きいとの認識のもと、当社としてやると決めたこと

は、確実にやりきるしかないと思っています。

八丁地　当社はTCFDに沿った気候リスク・機会のシナリ

オ分析支援事業に参加し、養殖事業でシナリオ分析を実

に立ち、当社と社会の双方にとって利益となるよう、進め

ていくべきと考えています。

中部　当社は水産食品会社としては、売上は世界一で
す。トップ企業として走り続けて欲しいと期待しています

が、売上だけでなくあらゆる面でトップランナーであって

欲しいです。

八丁地　私は「海といのちの未来をつくる」というフレー
ズが大好きです。当社の仕事が、魚・食の提供ということ

から、環境や健康に繋がり、さらに広い概念に広がってい

く言葉だと思っています。実際にそうですし。「海といの

ちの未来をつくる」、マルハニチロには期待しています。

池見　皆さまから過分なお言葉をいただき、身が引き締
まる思いです。企業価値とは何かを意識して事業に取り

組めば、あらゆることの解決につながります。従業員含

めたステークホルダーとの対話を重ねることで、当社の

存在意義も含めて理解してもらい、当社と社会のサステ

ナブルな成長に向け、精一杯尽力していきます。

サステナビリティでも
世界一の水産会社へ
進化することが責務

飯村 北

「海といのちの未来をつくる」
ためにマルハニチロは存在

八丁地 園子

コーポレート・ガバナンス  |  コーポレート・ガバナンス座談会
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答申

諮問
指名･報酬委員会

監査役会 取締役会

コーポレート・ガバナンス

締役会を含む重要会議ヘの出席、当社取締役および部署
長へのヒアリングの実施、国内外の子会社ヘの往査、会計
監査人からの監査結果などの聴取および意見交換、グルー
プ監査役連絡会の定期的開催などにより、取締役の業務
執行について監査を行っています。2022年3月期におけ
る監査役会は6回開催され、監査役の平均出席率は100% 

でした。なお、当社では、独立性の高い社外監査役4名を
独立役員として指定しており、うち金融機関における長年
の経験と豊かな知識を有する社外監査役2名を選任してい
ます。

■ 指名・報酬委員会
　指名・報酬委員会は、過半数が社外取締役で構成さ
れ、委員長および委員は取締役会が選任します。同委員
会では、取締役および執行役員の指名、報酬制度および
水準などについて審議し、取締役会に対して意見を答申
することにより取締役会の意思決定を補佐します。指名
に関しては、2021年5月の指名・報酬委員会にて、2021

年6月開催定時株主総会以降の取締役、執行役員候補者
に係る審議を行い、同委員会よりの答申を尊重し、取締
役、執行役員を決定しました。なお、元代表取締役社長

■ コーポレート・ガバナンス体制
　マルハニチロ（株）は、監査役が株主から負託された独立
の機関として取締役の職務執行を監督することが、企業の
健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質
なコーポレート・ガバナンス体制を強化することに有効で
あるとの判断から、監査役設置会社を採用しています。

■ 取締役会
　マルハニチロ（株）の取締役会は、社外取締役3名を含む
7名で構成されています。執行役員制度を導入して監督と
執行を分離することにより、取締役会は独立した客観的立
場から、実効性の高い監督を行います。取締役会は、原則
として毎月1回開催し、経営の基本方針、経営戦略、中期経

営計画、年度経営計画、資本政策などの経営重要事項を
決定し、個別の業務執行の決定は経営会議に委任していま
す。経営会議は、原則として週1回開催され、取締役会から
委任された事項について迅速な経営の意思決定を行い、重
要な事項については取締役会に報告します。2022年3月
期における取締役会は臨時取締役会を含めて18回開催さ
れ、平均出席率は取締役99%、監査役100%でした。

■ 監査役会
　マルハニチロ（株）は、監査役制度を採用しており、5名の
うち、4名が社外監査役です。監査役は、定期的に開催さ
れる監査役会において、監査の方針、監査計画、監査の方
法、監査役の職務の執行に関する事項の決定を行い、取

各委員会の状況
委員会名 委員長 2022年3月期

開催実績

コンプライアンス委員会
代表取締役社長　
池見　賢

2回

品質委員会
常務執行役員　
小門　賢一

2回

サステナビリティ推進委員会
代表取締役社長　
池見　賢

3回

知的財産委員会
常務執行役員　
坂本　透

2回

情報管理委員会
常務執行役員　
小門　賢一

2回

DX推進委員会
代表取締役社長　
池見　賢

新設

・新中期経営計画策定について
・政策保有株式の検証について
・取締役会の実効性評価について
・マルハニチログループリスクマネジメント基本計画について
・新市場区分「プライム市場」選択申請について
・コーポレートガバナンス・コード改訂に伴う対応について
・北米のスケトウダラ事業の資産取得について

取締役会における主な審議実績（2022年3月期）

などを相談役・顧問に選任する場合も、指名・報酬委員
会での審議の上、取締役会にて決定する旨、定めておりま
すが、現在該当者はおりません。
　報酬に関しては、2021年5月の指名・報酬委員会にて、
2021年7月以降の役員報酬額に係る審議を行い、2021年
6月の取締役会にて同委員会よりの答申を尊重し、役員報
酬額につき決定しました。2022年3月期における、指名・ 

報酬委員会の開催回数は4回であり、委員の平均出席率
は100%でした。

■ その他の委員会
　マルハニチロ（株）では、経営会議の諮問機関として経営
会議が任命する委員長をトップとする以下の委員会を設
置しています。

マルハニチログループは、さまざまなステークホルダーと公正で良好な関係を構築し、グループの持続的な成長と長期的な
視野に立った企業価値の向上をめざし、意思決定の迅速化を図るとともに、チェック機能の強化を図ることで、経営の健全性、
透明性、効率性を確保することを重要な課題と位置づけています。2021年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コード
や、社外からの要請・対話に積極的に対応し、コーポレート・ガバナンスの強化に引き続き取り組んでいきます。

独立社外監査役 社内監査役

グループ監査役連絡会

コーポレート・ガバナンス体制図

＜監査＞ ＜経営・監督＞

＜業務執行＞

会計監査人

経営会議
取締役社長

代表取締役および常務以上の役付執行役員

連携

連携

監査･内部統制
リスク管理

出席（監査役）出席

連携

選任･解任 選任･解任

監督

監査

答申 諮問権限委譲･統括

報告

選任･解任

株主総会

監査部

コーポレート部門

事業支援部門

事業部門
サステナビリティ推進委員会

法務・リスク管理部

品質委員会

知的財産委員会

子会社･関連会社

DX推進委員会

情報管理委員会

コンプライアンス委員会 内部通報窓口
（社内窓口）

内部通報窓口
（社外窓口）
社外弁護士

開催

独立社外取締役 社内取締役

男性 女性

近年におけるガバナンス改革の変遷 男性 女性

●  純粋持株会社から事業持株会社へ移行し、グループガバナンス体制を強化
● リスク管理統括部（現在の法務・リスク管理部）設立
● グループ理念浸透活動の開始

● グループリスクマネジメント
基本計画策定開始
● コーポレート・ガバナンス・
ガイドライン制定

●取締役の役付を廃止
●業績連動報酬導入
●取締役会実効性評価開始
●政策保有株式検証開始

●指名・報酬委員会設置

●独立社外取締役1名増員
●女性社外取締役選任

● 1/3以上の独立社外取締役を選任

● 中期業績連動型株式報酬導入

独立社外取締役

社内取締役

独立社外取締役

社内取締役

独立社外取締役

社内取締役

独立社外取締役

社内取締役

独立社外取締役

社内取締役

独立社外取締役

社内取締役

2015年
3月期

ガバナンス
改革の歩み

取締役会
構成

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

※2022年6月末日時点では、社内取締役4名、独立社外取締役を3名（うち女性1名）

2023年
3月期

コーポレート・ガバナンス
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役員名
主な専門性・バックグラウンド

経営・事業戦略 グローバル経営 サステナビリティ 法務・リスク 財務・会計 人事・人財開発 研究・開発 DX・知財

代表取締役会長

伊藤 滋 〇 〇 〇 〇

代表取締役社長

池見 賢 〇 〇 〇 〇

取締役

粟山 治 〇 〇

取締役

半澤 貞彦 〇 〇

社外取締役

中部 由郎 〇

社外取締役

飯村 北 〇

社外取締役

八丁地 園子 〇 〇 〇

社外監査役

綾 隆介 〇 〇 〇 〇

社外監査役

大野 泰一 〇 〇

監査役

田部 浩之 〇 〇 〇

社外監査役

兼山 嘉人 〇

社外監査役

奥田 かつ枝 〇 〇

なお、上記につきましては、各役員が有するすべての経験や知見を表すものではありません。
※2022年6月末時点

■ 取締役会実効性評価
マルハニチロ（株）は、コーポレート・ガバナンス・ガイド

ライン第21条に定めるとおり毎年1回、各取締役による取
締役会の自己評価を実施し、取締役会においてその実効
性について分析・評価を行い、結果の概要を開示すること

■ 経験と専門性を備えた役員の選任
　マルハニチロ（株）は、取締役会において、当社の持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な役員の
知識・経験・能力を明確にした「取締役会スキルマトリク

としています。2022年3月期では、2月から3月に実施し
た全取締役および全監査役に対する質問票形式の自己評
価およびインタビューにもとづく評価結果をふまえ、取締
役会において審議を行い、その評価にあたっては、外部専
門機関の支援を受けています。

ス」を定義しました。各役員の有する豊富な経験、高い見
識や高度な専門性を生かし、当社経営に貢献が期待され
る分野に〇を付しています。

実効性評価プロセス

評価項目

取締役会の実効性に関する分析・評価

今後に向けて

2021年3月期の認識課題と取組み方針

1  議論の活性化および充実のためのさらなる環境整備
2  取締役のスキル・知見の定期的な検討
3  株主・投資家の期待事項などおよびグループガバナンス
等に関する議論の拡充

2023年3月期の認識課題と取組み方針

●資源配分等に関する審議の充実
●グループガバナンスに対するモニタリングの深化
●株主・投資家等との対話方針等のさらなる議論
●社外役員への情報提供の充実およびコミュニケーションのさらなる促進

■ 社外役員に関する独立性基準
　マルハニチロ（株）において、以下の事項に該当しない場合、社外役員に独立性があると判断しています。

(ア) 当社グループの主要取引先の業務執行者。なお、主要取引先とは、その取引金額が当社グループまたは取引先（その親会社および重要
な子会社を含む）の連結売上高の2%を超える取引先をいう。

(イ) 当社グループの主要借入先の業務執行者。なお、主要借入先とは、直近事業年度末における当社の連結総資産の2%を超える額を当社
グループに融資している借入先をいう。

(ウ) 当社から役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士またはコンサ
ルタント等 

(エ)当社から年間1,000万円を超える寄付または助成を受けている者またはその業務執行者 

(オ)上記(ア)から(エ)までに過去2年間において該当していた者 

(カ) 上記(ア)から(エ) に該当する者が、取締役、執行役、執行役員および部長格以上の業務執行者またはそれらに準ずる権限を有する業務
執行者である場合、その者の配偶者または二親等以内の親族

全取締役および全監査役による
質問票形式の自己評価およびイン
タビュー

1 評価結果の集約2 外部専門機関による分析3

取締役会における審議・評価4 評価結果にもとづく方針策定5 取組み6

1  成長戦略・中期経営戦略
2  グループガバナンス
3  リスクマネジメント
4  監査の信頼性の確保
5  資源配分等

6  後継者計画
7  報酬制度
8  取締役会の多様性・資質・知見
9  役員研修

10 中核人財の多様性

11 サステナビリティ課題への対応
12 株主との対話
13 株主以外のステークホルダーへの対応

2022年3月期の評価

1  事前説明の充実等により発言機会が増加し、議論の活性化
につながっているとの意見が挙げられた。

2  持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な役員
の知識・経験・能力を明確にした「取締役会スキルマトリク
ス」を公表。

3  段階的な議論の拡充に一定の評価があった。

コーポレート・ガバナンス  |  コーポレート・ガバナンス
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グループ新入社員を対象としたグループ理念研修の様子

コンプライアンス

■ コンプライアンス体制
当社グループは、法令違反などの未然防止と早期発見、
法令遵守意識の浸透を目的として、マルハニチログループ・コ
ンプライアンス委員会を設置しコンプライアンスの推進に努
めています。
コンプライアンス委員会では、法務・リスク管理部に事務
局を置き、社会環境の変化、公的機関の調査ならびにグルー
プ内外の法令違反・不祥事事例を契機として、グループ内の
業務の適正を確認するとともに、不備については速やかな
是正を支援しています。

■ 内部通報制度
マルハニチログループでは、自浄機能強化のため内部通
報制度を導入していますが、改正公益通報者保護法の
2022年6月1日施行に伴い、運用体制の見直しを行いま
した。通報窓口は、社内と社外2つあり、マルハニチログ
ループで働くすべての従業員（出向者、契約社員、派遣社
員、役員、1年以内の退職者なども含む）が、上司を経由せ
ずに直接、電話・メール・封書などで通報できる仕組みに
なっています。社外の弁護士事務所への通報は、本人の
希望があれば名前を伏せて、マルハニチロ（株）の内部通

コンプライアンス体制図

報対応業務従事者（法務・リスク管理部）へ連絡され、関
係する部門ならびに関係する各社の内部通報対応業務従
事者と連携しながら事実関係などを確認します。
匿名での通報も受付け、事実関係を確認する際も「通
報者探しは一切しない」旨を改めて伝え、通報者の保護を
徹底しています。
また、「理念ブック」やイントラネットなどのグループ従
業員が閲覧できる媒体に内部通報窓口の連絡先を記載
し、従業員への周知を徹底しています。2022年3月期の
内部通報件数は22件で、人権侵害や環境汚染、社会通
念に著しく影響のある事案は認められませんでした。

■ グループ理念研修
グループ理念研修は、アクリフーズ農薬混入事件におい

て、グループ理念が従業員に浸透していなかったことの反
省から、プログラムされた研修です。グループ理念に込め
られているマルハニチログループの使命と責任について、
経営陣と従業員が直接コミュニケーションを交わすことに
より、従業員一人ひとりが日々の業務においてグループ理
念を実践するためにどのような役割を果たしているのか、
互いに認識を共有することを目的としています。

2014年から始めたこのグループ研修は、国内グループ
会社およびマルハニチロ（株）全事業所の全従業員を対象
に、マルハニチロ（株）役員を講師とした理念研修を順次展
開してきました。

2022年3月期はコロナ禍の影響から、全従業員を対象
とした集合形式の研修は見合わせ、グループ理念研修未
受講のマルハニチロ（株）および国内グループ新入社員な
らびに中途採用社員を対象とし、オンライン形式を併用し
た、グループ理念研修を実施しました。

答申

報告

諮問

報告

取締役会

経営会議

コンプライアンス委員会

委員会事務局

マルハニチログループ
各部署

弁護士事務所

法務・リスク管理部

リスク管理責任者・担当者

従業員

報告

報告報告通報

通報・報告

＜マルハニチロ（株）＞

マルハニチログループは、コンプライアンスを組織および全従業員が法令遵守はもとより常にグループ理念を実践し、
グループ行動指針にかなう行動をとるための意識ととらえ、サステナビリティ経営実践のための土台として、その実現
に向けての体制を整えています。

取締役および監査役の報酬などの額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬

取締役 261 223 37 8

　（うち社外取締役） （27） （27） （－） （3）
監査役 86 86 － 6

　（うち社外監査役） （65） （65） （－） （5）
合計 348 310 37 14

　（うち社外役員） （93） （93） （－） （8）

（注） 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.  2014年1月30日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬額は月額60百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）、監査役の報酬額は月額10百万円以内と決議されています。
当該株主総会決議に係る対象取締役の員数は13名（うち社外取締役は2名）、対象監査役の員数は5名（うち社外監査役は4名）です。

当事業年度において株式数が増加した銘柄
銘柄数（銘柄） 株式数の増加に係る取得価額

の合計額（百万円） 株式数の増加の理由

非上場株式 1 267
資本業務提携を目的として取得したことにより
株式数が増加しています。

非上場株式以外の株式 12 16
企業グループ間取引の維持強化を目的として
取得したことにより株式数が増加しています。

■ 社外取締役・社外監査役に対するトレーニング、
意見交換の実施
　マルハニチロ（株）は、社外取締役および社外監査役に、
マルハニチログループの事業の理解を深めることを目的と
して、随時、事業に関する説明、および視察を実施するな
どの施策を講じています。また、経営会議の諮問機関であ
るコンプライアンス委員会のメンバーとして社外取締役も
参画し、社外取締役としての客観的かつ専門知識を生か
した意見交換を行っています。加えて、社外取締役、社外
監査役による意見交換も実施し、監査の実効性の確保に
役立てています。

■ 政策保有株式に対する考え方
　マルハニチロ（株）は、取引関係の維持強化を目的に、政策
保有株式として取引先の株式を保有していますが、当社の事
業戦略および取引上の関係などを総合的に勘案し、その投
資価値を判断することを基本方針としています。取締役会で
は、毎年1回、個別の政策保有株式の投資価値を検証し、当
社の事業戦略や取引上の関係から継続保有の意味合いが
薄れてきたと判断される銘柄に関しては、株価や市場動向
をふまえ、売却などの縮減を進めることとしています。検証
にあたっては、配当利回り・取引の状況などの便益を個別に
精査したうえで、今後の取引の考え方や戦略的な重要性な
どの定性的評価も勘案し総合的に判断しています。2022

■ 役員報酬制度に対する考え方
　マルハニチロ（株）の経営陣・取締役の報酬については、固
定報酬と業績連動報酬で構成され、業績連動報酬は連結経
常利益を評価基準としていますが、社外取締役の報酬は固
定報酬のみとなります。なお、当社は、取締役会の諮問機関
として指名・報酬委員会を設置しており、同委員会にて報酬
制度および水準などについて審議し、取締役会の決議によ
り決定しています。2022年3月期における業績連動報酬は、
前期の連結経常利益予算に対する達成度により決定してお
り、達成率は133%でした。

年3月期においては、2021年8月30日開催の取締役会にお
いて、政策保有株式の検証を実施しました。

■ グループガバナンスに対する考え方
　マルハニチロ（株）では「マルハニチログループリスクマネジ
メント規程」を定め、2016年3月期より毎年、各部署・グルー
プ会社を対象にリスクの抽出と評価を行うリスク調査を実施
し、リスクマネジメント基本計画を策定しています。取組みの
内容は取締役会に報告され、グループ全体のリスク情報を
共有しています。
→P.82リスクマネジメントもご覧ください。

当事業年度において株式数が減少した銘柄
銘柄数（銘柄） 株式数の減少に係る売却価額

の合計額（百万円）

非上場株式 3 9

非上場株式以外の株式 2 1,200

コーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンス  |  コーポレート・ガバナンス
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リスクマネジメント

■ リスクマネジメントの役割
当社グループは、リスク管理活動をグループ理念の遂行

を阻害する要因の除去および軽減のための機能であり、
経営戦略の実行とともに事業目的を達成するための「車
の両輪」であると考えています。事業に潜在するリスクに
対し事前対策を講じてリスクの低減を図り、同時に適切な
情報開示によって、ステークホルダーの皆さまからの信頼
向上をめざしています。

■ 全社体制を構築
当社グループでは、法務・リスク管理部を中心に、マル
ハニチロ（株）各部署やグループ各社のリスク管理責任者、
リスク管理担当者が連携してリスク管理業務に取り組む体
制を整えています。
法務・リスク管理部は、マルハニチロ（株）の各部署およ

びグループ各社より抽出されたリスクの評価・分析にもと
づきリスクマトリクスを作成し、マルハニチログループとし
てのリスクの仕分けとリスクの大きさの優先順位を決定す
ることで、事業活動に潜むさまざまなリスクを日常的に管
理し、業務改善につなげています。
また法務・リスク管理部は、リスクの拡大やクライシス
を未然に防ぐ業務のほか、企業の存続が危ぶまれるよう
な重大な事件・事故、大規模自然災害などの有事におい

ては、非常事態に対応するクライシスマネジメントの中心
的な役割を担います。

■ リスクの評価とPDCAサイクル
マルハニチログループでは、当社グループに影響を与え

るリスクについて事業環境変化を勘案したうえで定期的
に抽出し、発生したリスクや予測されるリスクがどの程度
の影響を及ぼすかという「影響度」と、どの程度の発生頻
度があるかの「発生可能性」に分けて評価・分析を行い、
管理の脆弱性とあわせて結果を総合的に評価しています。
仕分けの結果、優先順位が高く重大なリスクについて

は、リスクの内容に応じた対策を立案し経営会議にて承認

リスク項目 関連する主なリスク 主要な取組み

新型コロナウイルス
感染拡大

・従業員感染による操業停止
・海外漁業の不振
・外食産業や業務筋への販売不振

・衛生管理の徹底、時差出勤、在宅勤務等による従業員の
感染防止
・不振事業の業務見直しによる最適化

自然災害・事故等 ・生産設備の破損、物流機能の麻痺等による操業停止、商
品供給不能 ・生産・保管拠点の分散、事業継続計画（BCP）の策定

情報管理 ・個人情報・重要な情報の漏洩、紛失、改竄等
・情報システムの停止等

・規定・マニュアル類の整備、従業員教育
・システム管理体制の構築、運用
・サイバー攻撃への対処

コンプライアンス ・法的規制違反による対応コストの発生
・お客さまからの信頼低下

・規程・マニュアル類の整備、従業員教育
・内部通報制度、内部監査
・マルハニチログループコンプライアンス委員会の設置と
活動の展開

安全・安心な食の提供 ・製品の品質クレーム・トラブルによるお客さまからの信頼
低下

・品質PDCA活動をグループ全体で展開
・工場点検、指導、品質衛生管理教育の強化
・フードディフェンス管理教育の継続

持続可能な調達の実践 ・サプライチェーンの社会・環境問題への対応遅延による
原材料調達不全リスクの増大

・「調達基本方針」「サプライヤーガイドライン」等のサプラ
イヤーへの周知徹底
・サプライヤーへのモニタリング実施

※誌面の都合上、一部のリスクのみを掲載しています。詳しくは有価証券報告書をご覧ください。

を得ています。その上で、マルハニチロ（株）各部署または
グループ各社が法務・リスク管理部による対策の進捗状
況のモニタリングや支援を受けながら対策を実施していく
体制が確立しており、組織的なPDCAサイクルが機能して
います。

■ 迅速・確実なリスク情報の伝達
重要なリスク情報が経営トップまで迅速・確実に伝わる

よう、複数の情報伝達ルートを設けています。グループ内
で発生したリスク情報は、通常の職制ルートを経由してマ
ルハニチロ（株）社長に報告されるだけでなく、マルハニチ
ロ（株）各部署・グループ各社に設置したリスク管理担当
者からマルハニチロ（株）コーポレート部門の該当部署お
よび法務・リスク管理部に直接報告されます。
法務・リスク管理部は、教育・訓練や各部署・グループ
各社とのリスクコミュニケーションを積極的に推進し、こ
の体制の維持向上を図っています。これらの取組みを通

じ、グループ全体がリスク感度を向上させ、迅速な対応を
促すとともに、情報の隠ぺいは絶対にしない企業風土の
醸成に努めています。

■ 事業継続計画（BCP）の策定
感染症対策
「マルハニチログループ新型インフルエンザ対策行動規
則」を制定し、グループ全体への周知を徹底しています。
また、新型インフルエンザ発生時における対策本部の設
置や従業員への感染防止、事業継続計画（BCP）などの実
践方法を定めたマニュアル類を整備しています。

2020年に発生した新型コロナウイルス感染症について
も、対策本部を設置したうえで感染予防・対策マニュアル
を定め、また各種対応のための通達などを適宜発信して
います。「3つの密」の回避、マスクの着用、手洗い、うがい
などの基本的な感染予防対策を全従業員に指示し、在宅
勤務および時差勤務など、グループ全体で感染予防に取
り組んでいます。

大規模地震対策
大規模地震の発生に備え、「マルハニチログループ事業
継続計画（BCP）規程」を制定し、継続的改善を図ってい
ます。定期的な演習や計画の見直しにより、より実効性の
高いシステムへの改善を図るとともに、グループ会社の
BCP導入を順次進めています。

■ サイバーセキュリティへの取組み
マルハニチログループでは「情報管理委員会」を設置し、
ステークホルダーの皆さまからお預かりする情報を、適切
に管理するよう取り組んでいます。本委員会では規程類
の整備のほか、情報管理にかかわるPDCA活動を行い、課
題の洗い出しや対応策を検討し、グループ全体での情報
管理体制の強化を図っています。
技術的な対策として、サイバーセキュリティ確保のため、

ファイヤーウォールの設置・メールやPCのウイルス対策の
ほか、外部SOCサービスを利用し、サイバー攻撃の検出や
分析を24時間365日実施しています。
人的な対策として、従業員への教育・訓練のため「情報

セキュリティ学習」、「標的型メール訓練」などを定期的に
実施し、知識の定着と啓発を図っています。また万が一の
事態に備え、「情報インシデント対応訓練」を関連部署に
て行い、いざという時の対応力を強化しています。

クライシス発生時

リスク情報の流れ

危機対策本部

マルハニチロ（株）

危機管理タスクチーム

社長

事業
担当役員

職制ルート

クライシス対応

リスク情報

法務・リスク管理部
担当役員

法務・リスク管理部

リスク管理
責任者

マルハニチロ
グループ各社

リスク管理
担当者

経営企画部

お客様
相談センター

DX推進部

経理部

総務部

財務部

人事部

監査部

コーポレート
ブランディング部

事業管理部

品質保証部

コーポレート部門等

1

通常の流れ

リスク管理担当者より直接報告

1

2 3

2

3

リスクマネジメント体制

経営会議

法務・リスク管理部

リスク管理責任者
リスク管理担当者

マルハニチロ（株）各部署

リスク管理責任者
リスク管理担当者

マルハニチログループ各社

連携

マルハニチログループは、企業価値向上とステークホルダーの皆さまの信頼に応えていくことを目的に、リスクマネジメ
ントを事業経営推進のための重要な活動と位置づけ、全社をあげたERM（Enterprise Risk Management）に取り組んで
います。

誌面の都合上、一部の取組みのみを紹介しています。詳しくはコーポレートサイトあるいは有価証券報告書をご覧ください。

想定している主なリスク
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2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期

連結損益計算書
売上高 百万円 816,121 809,789 851,708 863,784 884,811 873,295 918,820 922,468 905,204 809,050 866,702 

営業利益 百万円 16,431 11,996 10,626 8,686 16,972 26,308 24,497 21,758 17,079 16,172 23,819 

 営業利益率 % 2.0 1.5 1.2 1.0 1.9 3.0 2.7 2.4 1.9 2.0 2.7

経常利益 百万円 14,878 13,250 13,954 11,834 17,124 27,874 27,917 25,233 19,901 18,093 27,596 

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 3,385 5,448 3,191 7,219 4,097 15,446 16,102 16,695 12,537 5,753 16,898 

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2021年3月期に係る各数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値
となっています。

連結貸借対照表
純資産 百万円 73,737 82,679 90,876 109,177 105,666 122,820 140,049 150,379 158,978 166,660 187,895 

自己資本 百万円 61,193 69,561 77,106 88,893 85,197 100,664 115,459 125,353 132,628 142,497 160,174 

 自己資本比率 % 13.1 15.0 16.2 17.7 17.5 20.1 22.3 24.1 25.1 26.7 29.2

総資産 百万円 468,054 462,925 475,233 502,016 485,973 501,303 516,607 520,318 528,063 532,866 548,603 

有利子負債残高 百万円 290,966 277,913 290,443 289,590 281,362 272,208 266,037 263,408 261,715 259,837 250,604 

連結キャッシュ・フロー計算書
営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 18,369 26,585 8,708 17,889 30,616 25,969 29,737 16,187 39,178 33,361 19,249 

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 8,523 △ 11,773 △ 12,471 △ 7,087 △ 20,303 △ 11,097 △ 14,975 △ 11,854 △22,445 △ 11,996 △ 10,258

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 13,149 △ 16,153 3,748 △ 10,748 △ 12,127 △ 13,618 △ 13,314 △ 7,863 △7,132 △ 10,812 △ 17,200

現金及び現金同等物の期末残高 百万円 15,473 14,090 13,932 13,951 12,009 13,327 15,187 11,575 21,772 31,156 24,430 

主要財務指標
ROE % 5.6 8.3 4.4 8.7 4.7 16.6 14.9 13.9 9.7 4.2 11.2

ROA % 3.2 2.8 3.0 2.4 3.5 5.6 5.5 4.9 3.8 3.4 5.1

D／Eレシオ 倍 4.8 4.0 3.8 3.3 3.3 2.7 2.3 2.1 2.0 1.8 1.6

1株当たり純資産 円 106.61 126.89 142.38 1,688.60 1,618.50 1,912.54 2,193.80 2,381.96 2,520.27 2,707.93 3,043.95 

1株当たり当期純利益 円 6.38 10.62 6.18 145.51 77.83 293.44 305.95 317.24 238.24 109.33 321.13 

時価ベースの自己資本比率 % 15.8 18.7 17.7 17.8 22.7 35.4 34.6 40.1 22.5 25.9 23.0 

C／F対有利子負債比率 年 15.8 10.5 33.4 16.2 9.2 10.5 8.9 16.3 6.7 7.8 13.0 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 倍 4.9 8.2 2.8 6.9 11.5 13.3 16.9 9.0 22.4 22.1 13.5

設備投資額 百万円 13,688 12,369 15,137 16,310 21,007 19,872 17,818 20,108 25,075 25,356 15,516 

減価償却費 百万円 13,654 13,455 13,161 13,614 14,603 13,962 14,686 14,930 15,190 16,166 16,372 

※1 2012年3月期から2014年3月期は、（株）マルハニチロホールディングスの連結業績および経営指標等を記載しています。
※2 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を2019年3月期の期首から適用しており、2018年3月期総資産については、当該会計基準等を遡って適用し
た後の金額です。

※3 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2021年3月期に係る各数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数
値となっています。

従業員数（連結） 名 12,554 12,335 12,110 11,803 11,258 11,237 10,938 11,276 11,107 13,117 12,352 

従業員数（単体） 名 124 115 108 1,584 1,554 1,540 1,538 1,578 1,614 1,661 1,647 

　男性 名 99 95 87 1,285 1,258 1,253 1,245 1,248 1,257 1,262 1,221

　女性 名 25 20 21 299 296 287 293 330 357 399 426

　女性比率 % 20 17 19 19 19 19 19 21 22 24 26%

11ヵ年データ
コーポレートデータ
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株式情報（2022年3月31日現在）

上場証券取引所 東京証券取引所
発行可能株式総数 118,957,000株
発行済株式の総数 52,621,901株 （自己株式35,009株を除く）
株主数 101,031名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,142 15.47

大東通商株式会社 5,181 9.85

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,274 4.32

農林中央金庫 1,864 3.54

株式会社みずほ銀行 1,598 3.04

東京海上日動火災保険株式会社 861 1.64

OUGホールディングス株式会社 846 1.61

日本生命保険相互会社 739 1.41

株式会社山口銀行 635 1.21

損害保険ジャパン株式会社 629 1.20

（注）1.持株数は、千株未満を切り捨てて表示しています。
2.持株比率は、発行済株式総数から自己株式（35,009株）を控除して計算しています。

MSCI日本株 女性活躍指数　免責事項：
マルハニチロ（株）のMSCIインデックスへの組み入れ、およびMSCIロゴ、商標、サービスマークまたはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関連会社によるマルハニチロ（株）への後援、推奨、販促を企図する
ものではありません。MSCIインデックスはMSCIの独占的財産です。 MSCIおよびMSCIインデックス名とロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標またはサービスマークです。
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（円）
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金融機関
36.49%

1百株未満
7.21%

5万株以上
0.07%

1万株以上5万株未満
0.13%

個人・その他
30.88%

1百株以上
5百株未満
87.96%

その他の
法人
18.35%

外国法人等
12.57%

5百株以上
1千株未満
2.72%

金融商品取引業者
1.71%

1千株以上5千株未満
1.82%

5千株以上1万株未満
0.09%

所有者別
株式数
分布状況

所有数別
株主数
分布状況

健康経営銘柄2022 DBJ健康経営格付MSCI日本株女性活躍指数（WIN） MSCIジャパンESGセレクト･リーダーズ指数 SOMPOサステナビリティ・インデックス

大株主の状況

株価と出来高の推移

社外からの評価

コーポレートデータ

会社情報（2022年3月31日現在 )

会社名 マルハニチロ株式会社
設立 1943年3月
本社所在地 東京都江東区豊洲3-2-20
資本金 200億円
従業員数 単体:1,647名

連結:12,352名

会社名 資本金（百万円） 当社の出資比率（%） 主要な事業内容

■ 大洋エーアンドエフ株式会社 709 100.0 水産資源事業
■ Austral Fisheries Pty Limited 千豪ドル 31,035 50.0 水産資源事業
■ 大都魚類株式会社 2,628 100.0 水産資源事業
■ 神港魚類株式会社 100 100.0 水産資源事業
■ 大東魚類株式会社 100 90.2 水産資源事業
■ 株式会社マルハ九州魚市ホールディングス 97 100.0 水産資源事業
■ 九州中央魚市株式会社 90 ※   82.7 水産資源事業
■ Maruha Capital Investment, Inc. 千米ドル 66,943 100.0 水産資源事業
■ Westward Seafoods, Inc. 千米ドル 29,800 ※ 100.0 水産資源事業
■ Alyeska Seafoods, Inc. 千米ドル 940 ※ 100.0 水産資源事業
■ Maruha Nichiro Europe Holding B.V. 千ユーロ 100 100.0 水産資源事業
■ Seafood Connection Holding B.V. 千ユーロ 18 ※   70.0 水産資源事業
■ Kingfisher Holdings Limited 百万バーツ 119 ※   50.6 水産資源事業
■ KF Foods Limited 百万バーツ 300 ※   99.9 水産資源事業
■ Southeast Asian Packaging and Canning Limited 百万バーツ 90 ※   99.9 水産資源事業
■ 株式会社マルハニチロ北日本 50 100.0 加工事業
■ 株式会社ヤヨイサンフーズ 727 100.0 加工事業
■ ニチロ畜産株式会社 400 100.0 加工事業
■ 株式会社マルハニチロ物流 430 100.0 物流事業
■ アイシア株式会社 660 100.0 その他
■ 株式会社マルハニチロアセット 100 100.0 その他
（注）1.※印は間接保有の株式が含まれています。

2.会社名の左に記載している□マークは、セグメント別になっています。（■水産資源セグメント、■加工セグメント、■物流セグメント、■その他）
3.ニチロ畜産株式会社は、2022年4月1日をもって、マルハニチロ畜産株式会社に商号変更しています。

グループ会社 152社（国内74社、海外78社）
• 連結子会社79社
• 非連結子会社18社
（うち持分法適用会社2社）

• 関連会社55社
（うち持分法適用会社24社）

海外法人
駐在員事務所
本社

日本 
48.3% 

アジア
43.9% 

北米 
4.1% 

欧州 
1.2% 

従業員数
構成比
2022/3

日本 
81.5% 

売上高
構成比
2022/3

アジア
5.2% 

北米 
4.9% 

欧州 
6.4% 

欧州
売上高

56,042百万円

従業員

149名

アジア
売上高

44,830百万円

従業員

5,427名

日本
売上高

706,089百万円

従業員

5,965名

北米
売上高

42,386百万円

従業員

501名

その他
売上高

17,352百万円

従業員

310名

その他 
2.0% 

その他 
2.5% 

重要な子会社
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